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○新築住宅

基礎額

２０歳代

３０歳代

４０歳以上

加算額 （該当する条件の交付額を上記基礎額に加算）

８０万円

・既存建物取壊し後に建設
限度額

１００万円

区　　　　分

・子育て世帯 ５０万円/人 ５０万円/人

・土地購入 ３０万円 ３０万円
土地購入後3年以内に住宅を新
築

・町内業者での建設

・融雪溝設置路線に建設 １５０万円

７０万円

現　行
交付額

新制度
交付額

備　　　　　考

７０万円

所有者年齢

１７０万円 １７０万円
土地購入、自己所有地に関係な
く交付

１３０万円 １３０万円

５０万円

・新婚世帯 ５０万円
婚姻してから3年以内に住宅を
新築

限度額
１００万円

町内業者により20万円以上の工
事費用の2/3以内

子ども1人につき

１５０万円
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○中古住宅

基礎額

加算額 （該当する条件の交付額を上記基礎額に加算）

・一般世帯ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
限度額

１００万円
限度額

１００万円

中古住宅購入後3年以内に大規
模な改修に要した費用の1/4以
内

上記ﾘﾌｫｰﾑ又はﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ加算を受
ける場合で子ども1人につき

・新婚世帯 ２０万円
婚姻してから1年以内に中古住
宅を購入した費用(土地・家屋)
の1/2以内

２５万円/人

・子育て世帯ﾘﾌｫｰﾑ １００万円

限度額
５０万円

子育て世帯に関係なく、中古住
宅購入後3年以内に修繕した費
用の1/4以内

・子育て世帯ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ １５０万円

中古住宅購入
限度額

５０万円
購入費用（土地・家屋）の1/2
以内

現　行
交付額

限度額
５０万円

・子育て世帯

区　　　　分
新制度
交付額

備　　　　　考

・一般世帯ﾘﾌｫｰﾑ
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○持ち家リフォーム等

※工事等の費用を基に計算した場合の端数については、千円未満を切捨て

※子育て世帯とは、中学生以下の子どもを養育する世帯

新制度
交付額

備　　　　　考

限度額
２５万円

現　行
交付額

改修費用の1/4以内
※過去の改修履歴をﾘｾｯﾄ

区　　　　分

共同　40万円

個人　20万円

共同　40万円

個人　20万円

耐震改修費用の1/4以内

・リフォーム
限度額

２５万円

・融雪施設

・耐震改修
限度額

５０万円
限度額

５０万円








